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高知県公立大学法人 中期目標 

 

高知県公立大学法人は、高知県立大学及び高知短期大学（以下「大学」とい

う。）を設置し、及び管理する法人であり、地域に開かれた教育研究の拠点と

して教育研究活動を行い、その成果を社会に還元することで、地域社会の活性

化及び国際社会の発展に貢献することを目的とする。 

この目的を実現するために、大学は、社会的責任を深く認識し、これまで以

上に充実した教育研究及び地域貢献活動を行う必要がある。 

高知県は、高知県公立大学法人（以下「法人」という。）が自主的かつ自律

的な大学運営を行い、より一層県民の期待及び負託に応えていくよう、この中

期目標を定め、法人に指示するものである。 

 

第１ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

 １ 中期目標の期間 

   平成23年４月１日から平成29年３月31日までとする。 

 ２ 教育研究上の基本組織 

 （１）この中期目標を達成するため、法人に次のとおり教育研究上の基本組

織を置く。 

大学 学部等 

高知県立大学 

 

 

 

 

生活科学部（※） 

文化学部 

看護学部 

社会福祉学部 

健康栄養学部 

看護学研究科 

人間生活学研究科 

健康生活科学研究科 

高知短期大学 

 

社会科学科第二部 

応用社会科学専攻科第二部 

  注 生活科学部は、平成 22 年度に学生の募集を停止しており、在学生の

卒業後に廃止する。 

(２)平成２６年度以降において、（１）の教育研究上の基本組織について、

次のとおり見直しを行う。  

ア 高知県立大学については、専攻分野における教育研究を充実させるた

め、平成 26 年度に看護学研究科、人間生活学研究科及び健康生活科学

研究科を看護学研究科及び人間生活学研究科に統合再編し、健康生活科

学研究科は、学生の募集を停止した上で在学生の修了後に廃止する。 

 

  

イ 高知県立大学については、社会人教育等を充実させるとともに、平成

２７年度に文化学部を拡充した上で夜間主コースを設置し、働きながら

学ぶこともできる教育研究体制を整備する。  

ウ 高知短期大学については、働きながら学ぶことができる機能及び社会

高知県公立大学法人 中期計画 

 

第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

 第２ 大学の教育研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 第４ 財務内容の改善に関する事項を達成するために措置 

 第５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況についての自己点検及び評

価並びに該当状況に係わる情報の提供に関する目標を達成するための

措置 

  第６ その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置 

 第７ その他記載事項 

 

第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期計画の期間 

  平成23年４月１日から平成29年３月31日までとする。 

２ 教育研究上の基本組織 

 （１）この中期計画を達成するため、法人に次のとおり教育研究上の基本組

織を置く。 

大学 学部等 

高知県立大学 

 

 

 

 

生活科学部（※） 

文化学部 

看護学部 

社会福祉学部 

健康栄養学部 

看護学研究科 

人間生活学研究科 

健康生活科学研究科 

高知短期大学 

 

社会科学科第二部 

応用社会科学専攻第二部 

  ※生活科学部は、平成22年度に学生の募集を停止し、在学生の卒業を待

って廃止する。   

 （２）教育研究上の基本組織について、以下の見直しを行う 

ア 看護学研究科は、平成 26 年度から看護学専攻（博士後期課程）と共

同災害看護学専攻（博士課程）を設置し、専攻分野における教育研究を

充実する。 

  人間生活学研究科は、平成 26 年度から人間生活学専攻（博士後期課

程）を設置し、専攻分野における教育研究を充実する。 

  健康生活学研究科は、平成 26 年度から学生募集を停止したうえで、

在学生の修了を待って廃止する。 

イ 高知県立大学は、社会人教育等を充実させるとともに、平成 27 年度

からは、文化学部の教育領域と定員を拡大したうえで、夜間主コースを

設置し、働きながら学ぶこともできる教育研究体制を整備する。 

ウ 高知短期大学については、働きながら学ぶことや社会人教育の機能を

高知県公立大学法人 年度計画（平成26年度） 

 

 第１ 年度計画の期間及び教育研究上の基本組織 

 第２ 大学の教育研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 第４ 財務内容の改善に関する事項を達成するために措置 

 第５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況についての自己点検及び評

価並びに該当状況に係わる情報の提供に関する目標を達成するための措

置 

  第６ その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置 

 

 

第１ 年度計画の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 年度計画の期間 

  平成25年４月１日から平成26年３月31日までとする。 

２ 教育研究上の基本組織 

 （１）年度計画を達成するため、法人に次のとおり教育研究上の基本

組織を置く。 

大学 学部等 

高知県立大学 

 

 

 

 

文化学部 

看護学部 

社会福祉学部 

健康栄養学部 

看護学研究科 

人間生活学研究科 

健康生活科学研究科 

高知短期大学 

 

社会科学科第二部 

応用社会科学専攻科第二部 

 

 

 

（２）教育研究上の基本組織について、以下の見直しを行う。 

 ア 看護学研究科は、看護学専攻（博士後期課程）と共同災害看護学

専攻（博士課程）を設置し、専攻分野における教育研究を充実する。 

人間生活学研究科は、人間生活学専攻（博士後期課程）を設置し、

専攻分野における教育研究を充実する。 

健康生活科学研究科は、学生募集を停止し、在学生の修了を待っ

て廃止する。 

 

 イ 高知県立大学は、社会人教育等を充実させるとともに、平成２７

年度からの文化学部の教育領域と定員の拡大、夜間主コースの設置

に向けて取り組む。 

 ウ 高知短期大学は、働きながら学ぶことや社会人教育の機能を高知
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人教育の機能を高知県立大学等に引き継ぐことで発展的に解消するこ

ととし、平成２７年度に学生の募集を停止した上で在学生の卒業及び修

了後に廃止する。 

第２ 大学の教育研究の質の向上に関する目標 

１ 教育の質の向上に関する目標 

(１) 教育の成果に関する目標 

ア 育成する人材 

 

(ア) 高知県立大学 

ａ 学士課程 

幅広い教養、高度な専門知識及び豊かな人間性を備え、地域は

もとより広く国内外で活躍することができる能力を有するととも

に、社会に貢献することができる人材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 大学院課程 

高度な専門知識及び創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ

とともに、各専門分野において、地域社会の問題をはじめ、国内

外の諸課題を解決することができる能力を備えた専門的職業人及

び研究者を育成する。 

(イ) 高知短期大学 

県内唯一の夜間課程を設置する大学として、社会人をはじめとす

る多様な学生の教育を通じて、豊かな人間性及び教養を備えるとと

もに、社会科学の基本的な力量を身に付けた、地域社会の主体的で

創造的な担い手となる人材を育成する。 

 

 

 

 

 

イ 教育の成果の検証 

教育の成果を検証し、その結果を教育内容の改善に反映させる。 

 

 

 

 

高知県立大学等に引き継ぐことで発展的に解消することとし、平成 27

年度からの学生募集を停止したうえで、在学生の卒業・修了を待って廃

止する。 

第２ 大学の教育研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

  ア 育成する人材 

各大学において、次のような人材の育成を目指す。 

    （ア）高知県立大学 

     ａ 学士課程 

① 学部教育にあっては、豊かな教養と専門的知識と、学士力

をそなえた人材を育成するために、教養教育の体制を整え充

実させる。 

 

 

 

② 各学部はそれぞれの教育目標に記載した能力を有する人材

を養成するよう教育環境を充実し、定期的にカリキュラム評

価を行い、改善する。 

 

 

 

 

ｂ 大学院課程 

各研究科の理念に記載した人材を養成するために、各専門分

野において、地域社会の問題をはじめ、国内外の諸課題を解決

できる能力を養う教授研究を行う。 

 

    （イ）高知短期大学 

短期大学士にふさわしい教養と専門的能力を育成するために、

教養教育と社会科学の専門教育の連携した教育を進めるととも

に、実際生活に必要とする能力及び地域の担い手としての意欲と

能力を育成するためのカリキュラムを整備する。 

 

 

 

 

 

イ 教育の成果の検証 

① 学生による授業評価を活用し、教育成果を検証するとともに、

教育の質の改善に役立てる。 

② 各学部・学科・研究科において、目標とする“養成する人材”

“学習成果の達成”がなされているかを定期的に調査し、教育

の効果を検証する。 

県立大 学等に引き継ぐことで発展的に解消することとし、平成２

７年度からの学生募集の停止を行う。 

 

第２ 大学の教育研究の質の向上に関する目標 

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 育成する人材 

 

（ア） 高知県立大学 

ａ 学士課程 

①-１ 共通教養教育の自己点検評価の結果に基づき、共通教

養教育の課題と改善点を明らかにし、共通教養科目の再編

成と実施体制の整備を行う。                     

教職専門教育課程における継続課題の取り組みの総括を行

い、その成果と新たな課題を明らかにする。(No.1) 

 

②-１ 各学部において掲げる教育目標や養成する人材像を

養成するよう、引き続き共通教養教育と専門教育の連携上

の課題に取り組み、その評価を行う。 

また、学部や専門領域を越えて、地域課題を解決し、地域

の活性化に貢献する人材を育成するため、平成 27 年度か

ら実施する新カリキュラムを確定するとともに、開講に向

けた体制整備を行う。(No.2)                     

ｂ 大学院課程 

①-１ 再編された大学院のアドミッションポリシー、カリ

キュラムポリシー、ディプロマポリシーに基づいて取り組

み、課題を明らかにする。(No.3) 

 

（イ）高知短期大学 

①-１ 社会と学生の要請を踏まえ、教養教育と専門教育と

を連携させた教育を行う。（No.4） 

①-２ 社会と学生の要請を踏まえ、職業や実際生活で必要

とする能力を育成するプログラムを実施する。（No.5） 

①-３ 演習など少人数教育のメリットを活かした教育を進

める。（No.6） 

①-４ 現代社会、地域社会の現実から学ぶ機会を積極的に

位置づけ、地域に密着した教育プログラムの整備を進め

る。（No.7） 

イ 教育の成果の検証 

①-１ 授業評価の分析結果に基づく授業改善の対策を立案

し、計画的に取り組む。（No.8） 

②-１ 国家試験及び採用試験の結果を分析し、教育の成果

を検証して課題を抽出し、教育方法の改善に活用する。

（No.9） 
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(２) 教育の内容等に関する目標 

ア 高知県立大学 

(ア) 学士課程 

ａ 教養教育と専門教育との連携が図られたカリキュラムを編成 

する。 

ｂ 現実的な課題に柔軟に対応することができるよう、地域に学ぶ

ことも重視し、実践的及び総合的な教育を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 卒業生・修了生による教育評価、就職先等による評価を求め、

その結果を教育の改善に活用する。 

 

 

 

 （２）教育の内容等に関する目標を達成するための措置 

   ア 高知県立大学 

（ア）学士課程  

① 地域教育研究センターの共通教育部会を中心に、教養教育に

おいて、大学教育において身につけておくべき基礎的な素養を

体得するカリキュラムを編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 専門教育においては、学部ごとに、教育の目的・目標を達成

できる体系的なカリキュラムを編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-２ 到達度調査、卒業・修了前調査などの調査を継続し

てじっしするとともに、調査結果を分析し、課題を抽出し

て対策を検討する。（No.10） 

③-１ 卒業生・修了生による教育に関する調査を実施すると

ともに、調査結果を教育内容の改善に生かす。（No.11） 

③-２ 就職先調査及びヒアリングを実施し、教育上の課題を

明らかにするとともに、教育内容・教育方法の改善に取り

組む。（No.12） 

（２）教育の内容等に関する目標を達成するための措置 

ア 高知県立大学 

（ア）学士課程 

①-１ 共通教養教育の自己点検評価の結果に基づき、共通教

養教育の課題と改善点を明らかにし、共通教養教育科目の

課題と改善点を明らかにし、共通教養科目の再編成と実施

体制の整備を行う。                       

また、教養専門教育課程における継続課題の取り組みの総

括を行い、その成果と新たな課題を明らかにする。（再掲）

(No.13) 

①-２ 共通教養教育と専門教育の連携上の課題の解決に全

学、部局レベルで取り組み、その成果と課題を明らかにす

る。 

引き続き、平成27年度に拡充が予定されている文化学部の

カリキュラムを確定し、新カリキュラムの導入に向けて学

内の整備を行う。 (No.14)    

②-２ 文化学部（No.15） 

・平成 27 年度からのカリキュラムの拡充及び夜間主コース

の設置に伴う新カリキュラムを確定し、新カリキュラムの

導入に向けた体制を整備する。 

②-３ 看護学部（No.16） 

・平成25年度は、80人体制の看護実習が１年次から４年次

まで初めて実施されたので、平成 26 年度は実習について

の全体評価を行うとともに、実習体制・目標・内容・方法、

講義・演習とのつながりを評価し、改善に取り組む。 

・平成 26 年度から開始されるＪＡ高知病院、四国こどもと

おとなの医療センターでの助産看護実習について、実習体

制を整え、実施し、教育効果を評価する。 

・社会人入学生の学習ニーズや学習上の課題を把握し、次年

度に向けて改善策を検討する。 

・今年度変更、新設したカリキュラムについて、その成果や

課題を検討する。 

②-４ 社会福祉学部（No.17） 

・平成 25 年度に大幅改正したカリキュラムを新入生に適用

して、実施上の問題点や課題がないか検討する。 

②-５ 健康栄養学部（No.18） 
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(イ) 大学院課程 

理論的知識及び能力を基礎として、実務に対応することができる

実践的及び創造的な教育を行うために、最新の技術及び知識に係る

教育を含め各分野の専門教育を学ぶことができる有機的なカリキュ

ラムを編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 教養教育と専門教育の連携を図るカリキュラムを編成するた

めに、課題を明確にし改善を行う。 

 

④ 変化する社会からの要請や専門領域の新たな知見を分析し、

教育内容を継続的に改善するとともに、生涯学び続ける姿勢を

はぐくむ教育内容を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 各学部とも、専門教育を通して地域の課題を取り上げ、問題

を解決に至る方略を学ぶ教育内容を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）大学院課程  

① 大学院教育においては、各研究科で設置した教育の目的・目

標を的確に達成できる体系的なカリキュラムの編成、大学院教

育の内容等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

・平成２５年度が完成年度であったので、これまでの実績を

検証しカリキュラムの見直しを図るが、基礎となる「共通

教育科目」と「健康栄養基礎」のあり方についても見直す。            

・全体のカリキュラム見直しの中で、大学での学びの仕方の

基本を身につける「健康栄養応用」のカリキュラム検討を

行う。 

③-１ 共通教養教育と専門教育の連携上の課題について取

り組み、全学、部局レベルでの各々の課題の取り組みにつ

いて評価を行う。（No.19） 

④-１ 専門職者としてのアイデンティティの形成を促し、生

涯発達を支援するために、入学時、臨床実習開始前、進路

決定前、卒業前など、学生の学習進度や時機のニーズに応

じたオリエンテーション講義の充実を図る。（No.20） 

④-２ 平成 24・25 年度の授業評価の分析結果に基づき、自

律的な学びを高めるための教員の教育力の向上のための

課題に取り組む。 

  全学および各部局のFD委員会活動と連係し、SPODへの

参加を促し、教員および教務委員の教育力の獲得を促し、

学内での教育力の向上のためのシステムづくりに取り組

む。高めるための教員の教育力の向上のための課題に取り

組む。(No.21)      

④-３ 看護師、保健師、助産師、養護教諭の選択に必要な幅

広い選択科目を提供するとともに、進路コースの選択に必

要な履修モデルを検討し、提示することにより、進路を意

識化し、進路選択を考えられるように支援する。（No.22） 

⑤-１ 地域の課題を取り上げ、問題の解決に至る方略を学ぶ

ことができるよう、平成 27 年度に向けて、学部横断型の

地域志向科目について、新カリキュラムを検討する。

（No.23） 

⑤-２ 地域や専門領域の課題を把握するため、最前線で活躍

している講師を招き、エキスパートが持つ卓越した知識や

技術、あるいは最新の知識やトピックスに触れる授業を提

供する。（No.24）  

 

（イ）大学院課程 

①-１ 社会人の多様な学習ニーズを踏まえて、長期履修制度

や土曜日、日曜日、祝日に開講する教育を実施する。

（No.25） 

①-２ 国公私立５大学が共同設置する、共同災害看護学専攻

を開講する。 

当専攻では、看護学を基盤とし、他の関連諸学問と相互に

連携しつつ、学術の理論および応用について産官学を視野

に入れた研究を行い、特に災害看護に関してその深奥を極

め、人々の健康社会の構築と安全・安心・自立に寄与する
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イ 高知短期大学 

現実から学ぶことを重視し、教養教育及び社会科学の専門教育の連

携を図り、県民ニーズに対応したカリキュラムを編成することによっ

て、短期大学にふさわしい教育の質を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 教育の実施体制に関する目標 

ア 教員の配置 

教育内容等の改善及び充実を図るため、また、時代の変化、社会の

要請及び学生のニーズに柔軟に対応した教員の配置を弾力的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 大学院にあっては、現象を理論的知識や研究成果を用いて分

析する能力、研究的手法を用いて現象に接近する能力、最新の

知識と技術を用いて現場の課題を解決できる実践的能力を養う

教育内容を整える。 

 

 

 

 

   イ 高知短期大学 

① 教養教育と社会科学の専門教育の連携を図り、教育目的を達成で

きる体系的なカリキュラムを編成する。 

② 現実が提起する問題への深い関心と学習意欲を喚起しつつ、学習

ニーズに応えられるカリキュラムを整備する。 

 

③ 多様な学歴、社会歴をもつ入学生に対応した導入教育を充実させ

るとともに、多様なニーズと進路希望を踏まえ、教育内容を充実さ

せる。 

④ 教育効果の向上を図るために、少人数教育を活かした取り組みを

進める。 

 

（３）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

  ア 教員の配置 

① 教育効果の向上をはかるために、県立大学の各学部・研究科

及び短期大学で教員組織、教育方法を見直すなど、全学におい

て弾力的に行う。 

② 学部間及び同一法人大学間の教育協力を拡充し、教員の相互

交流を推進する。 

                

③ 県や国及び先進的な研究機関・民間企業等から講師を招聘し、

県や国等の施策や実務経験を具体的に紹介する講義等の充実を

図る。 

 

ことを目的とし、求められている災害看護に関する多くの

課題に的確に対応し解決できる、学際的・国際的指導力を

発揮するグローバルリーダーとして高度な実践能力を有

した災害看護実践者並びに災害看護教育研究者を養成す

る。(No.26) 

①-３ 看護学研究科及び人間生活学研究科に博士後期課程

を設置し、博士前期課程で修得した高度な知識・技術を基

盤とし、その基盤となる学識を幅広く豊かに養い、その分

野において自立して継続的な研究活動を行い、新たな専門

知識の蓄積・精選・拡充に貢献できるような高度な研究能

力を要し、国際的・学際的に研究を推進する能力を要する

研究者の育成に重点を置いた教育を実施する。（No.27） 

②-１ 高度な専門的知識・技術と理論的基礎を有し、教育に

関する諸問題を分析して、全体的視野から課題解決の企画

立案ができる人材の養成を目的とした教育を実施する。

（No.28） 

②-２ 学際的あるいは多専門職とのチームを形成してその

なかで、自らの専門性に基づいて活動できる教育を実施す

る。（No.29）   

 

イ 高知短期大学 

① 現行カリキュラムを教養と専門の連携、体系性という点

から充実した教育を編成する。（No.30）    

② 現行カリキュラムを現実への対応や学習ニーズへ対応と

いう点から検討し、地域と連携した教育プログラムなど、

可能な取組を組み込む。（No.31） 

③ 導入教育の充実を図るための取り組みを継続するととも

に、編入学希望に対応する教育、エンプロイアビリティ向

上のためのキャリア教育を行う。（No.32） 

④ 少人数教育の核となる演習の質を向上させるために、引

き続きファカルティ・ディベロップメント活動を通じて検

討を進め、可能な改善の取組を講ずる。（No.33） 

（３）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア 教員の配置 

①-１ 教育効果の向上をはかるため、県立大学の各部局及び

短期大学で 教員組織、教育方法の見直しを行う。（No.34） 

 

②-１ ファカルティ・ディベロップメント研修等を通じて、

学部間及び大学間の教員の相互交流を引き続き行う。

（No.35） 

③-１ 看護学部及び看護学研究科では、医療や看護の国際的

動向について理解を深めるために、国際的に活躍している

講師による講義や、医療・行政の施策や最新の看護につい

てゲストスピーカーを招くなど学ぶ機会を提供する。
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イ 教育環境の整備及び教育内容の改善 

(ア) 教育活動を効果的に実施するために、施設、設備、図書等の教

育環境について、全学的な視点から計画的な整備に努める。 

(イ) 教育内容・環境を改善するため、ファカルティディベロップメ

ント（教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な

取組をいう。）活動を積極的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 学生支援に関する目標 

ア 学習支援 

学生の学習意欲を高め、自主的学習が十分に行われるよう、学習環

境及び学習支援体制を整備し、及び充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 教育環境の整備及び教育内容の改善 

① 教育教材・視聴覚機器等の設備や学内教育情報システムの整

備を計画的に進め、教育環境の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

② 各大学・学部ごとにファカルティ・ディベロップメント組織

を設置し、教授方法の改善、公開授業などに努め、大学教員と

してのキャリア発達を促進する。 

    

 

 

 

 

 （４）学生支援に関する目標を達成するための措置 

   ア 学習支援 

① 学習用図書の収集に努め、利用・閲覧環境を整備するととも

に、電子媒体利用及び学術文献利用講習会を開催するなど図書

館の文献検索支援サービス機能の強化を図る。 

 

 

 

② 自習室の学習教材などの充実を図るなど学内施設・設備を学

生が自主的に使用できるよう運用方法の改善に努める。 

 

 

 

 

(No.36) 

③-２ 社会福祉学部では、専門教育科目の授業に関連する社

会福祉現場の専門職等をゲストスピーカーとして招き、社

会福祉の専門職の業務内容について深く理解させる。

(No.37) 

③-３ 健康栄養学部では、県内外の専門家を招いてのセミ

ナー、研修会、ＦＤなどを活用し、カリキュラム・履修指

導の質的充実を行う。（No.38） 

③-４ 短期大学では、県民に開放している「消費生活 論」、

「高知学」などにおいて、県内外の専門家、実務家を講師

として招聘し、引き続き地域と連携した教育を進める。

（No.39） 

 

イ 教育環境の整備及び教育内容の改善 

①-１ 永国寺キャンパスの整備計画に従い、永国寺の新情報

ネットワーク構築を具体的に進める。（No.40） 

①-２ 学内教育情報システムの教育環境を維持・向上するた

めに、平成 25 年度までに実施した学生の情報機器の利用

に関する調査結果を踏まえ、具体的な図書館の情報処理機

器及びそれを取り巻くシステムを設計する。（No.41） 

①-３ 実践能力の向上をはかるために、実習機材や視聴覚教

材の教育環境整備を行い、学内演習に活用する。（No.42） 

②-１ 全学ＦＤ委員会の企画に、引き続き各教員が積極的に

参加し、主体的に学べるようにする。（No.43） 

②-２ Twin Lecture（領域を越えた複数講師による協同授業）

の効果を確認しながら、引き続き実施するとともに、公開

授業のあり方について、全学的な議論を経たうえで試行的

に実施する。 

また、授業手法等の工夫等についての調査や授業向上等に

関するニーズ調査を行う。（No.44） 

（４）学生支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学習支援 

①-１ 学生の自己学習を推進するための環境整備への取り

組みの成果と課題を明らかにし、引き続き、学生の自由な

利用を促進する取り組みを行う。（No.45） 

①-２  前年度に作成した統一プログラムに則り、各学部等

で学習の特徴を考慮した図書館の利用に関する学習会や

研修会等を行う。（No.46） 

②-１ 自己学習室・実習室や共同研究室・資料室のパソコ

ンやプリンタ等の整備を引き続き実施し、主体的な学習支

援のための活用促進を図る。（No.47） 

②-２ 全学的及び部局単位で明らかになった自律的学習を

推進する環境整備上の課題について、優先度に基づいて改

善策に取り組むとともに、その成果と課題を明らかにす
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イ 生活支援 

(ア) 学生が健康かつ充実した大学生活を送ることができるよう、健

康管理センターを設置し、学生の健康相談等の支援体制を充実させ

る。 

(イ) 学生が安心して健全な学生生活を送ることができる環境及び経

済的支援体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 障害者や留学生など多様な学習ニーズを有する学生への、学

習支援体制を強化する。 

 

 

 

 

 

④ 学士課程においては、全学的な学年担当教員制度等を構築し、

教員による学生の学習状態の把握と個別的な学習指導を充実さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 大学院課程においては担当指導教員を中心した支援を行う体

制や支援機能を充実させる。   

 

 

                    

⑥ 学生相互の学習支援体制を充実させる。 

 

 

    イ 生活支援 

① 各キャンパスに健康管理センターを設置し、学生の心身の健

康の保持・増進を支援する体制を充実させる。 

 

 

② 奨学金制度や授業料の減免制度、その他の支援を整備し、経

済的な支援体制を整備する。 

 

 

 

③ 学生の生活拠点である学生寮の整備・充実について、男子学

生にも配慮するとともに、長期的な視点で検討する。 

 

④ 大学院生に対しては、大学院設置基準14条特例による教育方

法や長期履修制度の適用、奨学金制度の充実、教育的配慮のも

とに、ＴＡ（ティーチング・アシスタント）制度の活用など、

る。(No.48) 

③-１ 障害のある学生への学習支援や生活支援を引き続き

行うとともに、これまでの障害者支援の経験の分析を行

う。（No.49） 

③-２ 引き続き留学生へのアドバイザー制度や履修登録説

明会の充実、学習相互支援の促進等、学習支援体制の強

化・継続を図る。また、私費外国人留学生のための支援策

を検討する。(No.50) 

④-１ 健康問題や生活上の困難な課題、学習面での課題な

どについて、早期発見に努め、問題を解決するために、学

年担当教員を中心に学部学生委員会や健康管理センター

と連携して個別面談・指導を行う。（No.51） 

④-２ ４年次の学生については、学年担当教員と卒業研究

の指導教員が連携をして、進路・就職や国家試験などにつ

いて支援する。（No.52） 

④-３ 成績情報の提供に係る運用上の課題を把握し、改善

に取り組むとともに、成績情報の提供に関する評価方法を

検討する。(No.53) 

④-４  オフィスアワー制度を引き続き実施するとともに、

利用状況の把握と分析を行う。(No.54) 

⑤-１ 指導教員など院生支援に関わる教員及び一般職員に

対し、院生指導や院生相談に関する研修を、FD委員会を中

心に計画し実施する。（No.55） 

⑤-２ 院生支援に関する情報提供、情報収集の仕組みを整

え、活用する。(No.56) 

⑥-１ ＴＡ（ティーチング・アシスタント）制度を継続す

るとともに、ＳＡ（スチューデント・アシスタント）制度

の整備について引き続き検討する。（No.57） 

イ 生活支援 

①-１ 学生自身が健康管理を行えるよう、健康管理センタ

ー職員、相談員及び学年担当が連携して対応するととも

に、平成 27 年度に永国寺キャンパスでの業務をスムーズ

に開始できるように環境を整備する。(No.58) 

②–１ 引き続き、平成24年度に実施した学生ニーズ調査結

果を基に、奨学金制度等の活用状況を検証し、支援を充実

させる。（No.59） 

②-２ 本学卒業生・修了生に対しての、大学院課程への入

学金免除措置等を引き続き検討する。（No.60） 

③–１ 池キャンパス周辺の民間賃貸物件の借り上げについ

ては、津波等の防災対策を考慮し慎重に行う。既存の学生

寮は、学生生活環境の改善に努める。（No.61） 

④–１ 引き続き本学並びに他機関の奨学金制度、研究助成

金等の情報をとりまとめ、情報提供する。（No.62） 

④–２ ＴＡ（ティーチング・アシスタント）制度を継続す
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ウ 就職等支援 

学生が希望する就職が行うことができるよう、常時、就職先の情報

を入手し、教員及び事務職員が連携して相談業務を行うなど、学生の

就職活動への支援体制を充実させる。 

また、進学等多様な進路希望に対応する支援を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 学生の受入れに関する目標 

ア 高知県立大学 

高知県立大学の基本理念に基づいた入学者の受入れ方針を明確に

し、高等学校との連携強化及びオープンキャンパス、出前講座等の広

報活動を積極的に行うとともに、選抜方法の工夫及び改善を図り、向

学心旺盛で、高知県立大学で学ぶにふさわしい学力を備えた学生の確

保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高知短期大学 

高知短期大学の基本理念に基づき、高等学校、自治体、事業者等と

の連携を強化するとともに、広報活動を積極的に行うことにより、入

学者の受入れ方針に沿った社会人をはじめとする多様な学生の確保に

努める。 

 

２ 研究の質の向上に関する目標 

働きながら学べる環境整備を行い、経済的な支援に努める。 

          

 

 

 

     ウ 就職等支援 

① 学生の進路希望・進路状況を的確に把握し、支援方策の立案・

個別指導を行う。 

 

 

 

② 就職に関する情報収集・情報提供、就職ガイダンスなどのサ

ービスを地域教育研究センターのキャリア支援部会、ワクワク

ワークを通して一元的に提供するとともに、キャリアアドバイ

ザーによる相談の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 （５）学生の受入れに関する目標を達成するための措置 

   ア 高知県立大学 

① 多様な選抜方式に関する理念と受け入れ方針等を開示すると

ともに、適合する学生の確保に努める。 

② オープンキャンパス、出前講座等を充実させ、受験生をはじ

め保護者、進路指導者等への積極的な広報を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 高知短期大学 

高知短期大学の特徴を踏まえた入学者受入れ方針、一般･推薦･社会

人などの多様な選抜方式を行う。 

 

 

 

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

るとともに、希望する学生が多く参加できる機会を提供

し、経済的支援を行う。（No.63） 

⑤-１ 学生生活実態調査を実施し、学生ニーズの変化を把

握するとともに、学生の活動の場の整備に努める。（No.64） 

 

ウ 就職等支援 

①-１ 学生増に対応した就職指導体制を構築するために、

平成 25 年度 の活動成果に基づき学内体制の充実を検討

し、具体策に反映させる。(No.65) 

①-２ 卒業生に対する就職支援のあり方について、平成25

年度の状況をふまえて実施可能な事業を実施する。

(No.66) 

②-１ 平成25年度に引き続き、卒業生のネットワークや教

員のネットワークなどを積極的に活用する方策を検討し

つつ、キャリアアドバイザーも活用して就職に関する情報

を継続的に収集する。(No.67) 

②-２ 平成25年度の活動成果を検証したうえで、キャリア

アドバイザーの指導の下、収集した情報を多くの学生に効

果的に提供する方策を工夫する。また、ガイダンスやセミ

ナーを効果的に開催するとともに、キャリアアドバイザー

等による相談体制について具体化する。(No.68) 

（５）学生の受入れに関する目標を達成するための措置 

ア 高知県立大学 

①-１ 引き続き入学選抜方式に関する理念と受け入れ方針

等を開示し、受験生をはじめ保護者、進路指導担当者等へ

の積極的な広報を推進するとともに、大学全体で社会人入

試を実施する。また、文化学部の定員増及び夜間主コース

の設置に伴う入試を実施する（No.69） 

②-１ 進学ガイダンスに積極的に参加して情報提供を行う

とともに、WEBサイトや受験情報誌などを活用し、受験生

等に積極的に広報を行う。また、受験生だけでなく広く県

民に本学をPRする広報媒体を引き続き発行する。（No.70） 

②-２ オープンキャンパスや高校生を対象とする公開講座

等をはじめ、入試や学部の教育、キャンパスライフ等に関

する情報提供を積極的に行うとともに、留学生確保のため

の対策を推進する。（No.71） 

イ 高知短期大学 

①－１ 高知短期大学の学生募集停止に伴い、学内行事に関

する広報や短期大学の発展的解消について理解を求める

内容を中心に広報活動を進める。（No.72） 

①-２ 広報誌を継続的に発行し、活用する。（No.73） 

 

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための措置 
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(１) 研究水準及び研究成果に関する目標 

 

ア 高知県立大学 

(ア) 看護、福祉、栄養及び文化の４分野等を有する高知県立大学の

特色を活
い

かした学際的な研究及び基礎研究並びに地域のニーズに積

極的に対応するため、地域課題の解決に寄与する研究活動を推進す

る。 

(イ) 独創性及び新規性のある研究活動を行い、これに基づく成果を

挙げる。 

(ウ) 研究水準の向上を図るため、研究活動について適切な評価を行

い、改善につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高知短期大学 

(ア) 法学及び経済学を中心とする社会科学の分野において現代社会

が抱える課題に応える研究を進め、これによって地域社会及び国際

社会の発展に寄与する。 

(イ) 研究水準の向上を図るための研究活動について、適切な評価を

行い、改善につなげる。 

 

 

 

(２) 研究実施体制等の整備に関する目標 

ア 研究水準の向上を図るために、研究組織の弾力化及び研究者の流動

化の促進を図る。 

イ 全学的な視点から施設及び設備の有効活用を図る体制を構築するな

ど、必要な研究環境の整備に努める。 

（１）研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

 

   ア 高知県立大学 

① 看護、福祉、栄養、文化の４分野等を有する本学の特色を活

かした学際的な研究や基礎的な研究を促進するために、組織

的・戦略的な取り組みを行う。 

 

 

 

② 学内外の研究者と協働して、地域や産業の課題を解決に向け

て、独創性及び新規性のある研究に取りくみ、その成果を発信

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 研究水準の向上を図るため、研究活動について、適切な自己

点検・自己評価項目を作成するとともに相互評価制度の導入を

検討する。 

 

   イ 高知短期大学 

① 現代社会の諸課題に応える研究を推進するとともに、地域と

連携した研究活動を推進し、成果を広く還元する。 

 

 

② 研究水準の向上を図るため、研究活動について適切な自己点

検・自己評価を行い改善につなげる。 

 

 

 

 （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

① 大学の理念を実現するための重点研究の促進、若手研究者育成、学

際的研究の促進のために、研究費などの資源を重点的な配分を行う。 

 

 

ア 高知県立大学 

①-１ 看護・社会福祉・健康栄養学部・地域教育研究セン

ターの教員が健康長寿センター活動に参画し、連携して地

域健康啓発研究活動を行うとともに、学部横断的に活動を

深める。(No.74) 

①-２ インターネットを利用した健康長寿に関する相談事

業を展開する。(No.75) 

②-１ 引き続き教員は目標を定め、学内外の多様な研究者

とも協働して、新たな知の発見のために、積極的に研究活

動を展開する。（No.76） 

②-２  文化学部では、人文・社会系の先進的な研究領域の

探索を推進するとともに、県内全域・各地域をフィールド

とした既存の研究の進展を図るとともに、文化領域から地

域社会に関連した諸問題の解決に寄与する研究領域を開

発する。(No.77） 

②-３ 看護学部及び看護学研究科では、引き続き看護学の

先進的な研究領域の探索を推進するとともに、県下全域を

フィールドとした健康問題に関わる研究を積極的に推進

し、地域の健康問題の解決に寄与する。（No.78) 

②-４ 社会福祉学部では、学会・研究活動等報告会の名称

を学部 FD 研修会と変更し、学会・研究活動の報告だけで

なく、科研費獲得等の研修も含めて充実させ、研究活動の

活性化を図り学部内共同研究や地域との共同研究へ発展

させる。（No.79） 

③-１  引き続き研究水準の向上を図るため、研究活動につ

いて、自己点検・評価運営委員会を中心に、自己点検・自

己評価を実施するとともに相互評価制度の導入を検討す

る。（No.80）  

イ 高知短期大学 

①-１ 県立大学の新たな展開にも対応した、研究推進及び

地域への寄与のため取り組みを進める。(No.81) 

①-２ 本学紀要の定期刊行に努めるとともに、内容充実を

図る。（No.82） 

②-１ 研究活動をいっそう活発化し、研究水準の向上を図

るために、研究時間を保障する体制を確保し、短大の教育

研究を維持するとともに、県立大学の新たな展開を担うた

めに、県立大学の自己点検・評価方法を念頭に、研究活動

を推進する。（No.83） 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 

①-１ 若手研究者を育成するためなど、研究費の効果的な配

分方法等について検討する。（No.84） 

①-２ 学部の重点研究領域と研究費の効果的な配分方法を

引き続き検討する。（No.85） 

②-１ 重点研究課題の解決、学際的研究実施のために必要な



 

中期目標 中期計画 年度計画（平成 26 年度） 
 

10 

ウ 地域及び産業界との連携による研究活動を推進するため、学内体制

を充実させる。 

 

 

 

 

 

３ 社会貢献の質の向上に関する目標 

(１)地域社会との連携に関する目標 

ア 地域の現状を踏まえながら、地域に貢献する大学として、地域創成

センター、健康長寿センター等を設置し、地域の活性化及び発展につ

ながる研究及び社会貢献活動を進展させる。 

イ 地域に開かれた大学として、県民ニーズに対応する公開講座、リカ

レント教育、出前講座等を行うとともに、他の大学及び地域と協力及

び連携をし、社会人教育及び生涯教育の機能を高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 大学の理念を実現するための重点研究の促進、若手研究者育成、学

際的研究の促進のために、研究環境の整備に努める。 

 

 

 

③ 学外研究者との共同研究を推進するため、客員教授や臨床教授等の

制度を活用する。 

３ 社会貢献の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１） 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

① 地域教育研究センターでは、大学における研究成果や知的財産を地

域社会において活用するとともに、地域産業界との協働体制を構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

② 短期大学の地域連携センターでは、学内外の団体と連携し、地域の

ニーズに応えた公開講座などを実施する。 

 

③ 健康長寿センターでは、県民自らが健康を守る方法を習得するため

に、専門職者に対して最新の知識・技術を発展させるために、県民対

象の講習会、健康相談等を実施し、地域住民の健康づくりに寄与する。 

④ 高知医療センターとの包括連携を強化し、地域住民の健康づくりと

専門職者の力量アップに貢献し、協働して災害対策など県下の重要な

課題に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域に開かれた大学として、夜間や休日等、社会人を対象とする公

開講座やリカレント教育を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究組織を編成し研究活動を支援する。（No.86） 

②-２ ＲＡ（リサーチ・アシスタント）制度などを活用し、

教育研究の充実と若手研究者の研究の活性化を引き続き

推進する。（No.87） 

③-１ 他大学教員や客員教授、臨床教授等の制度を活用した

共同研究への取り組みのさらなる充実を図る。（No.88） 

３ 社会貢献の質の向上に関する目標を達成するための措置 

（１）地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

①-１ 全学の地域連携の方向性（COC事業）を踏まえたうえ

で、県民・地域の課題やニーズに円滑に対応できるように

大学の体制づくりを推進する。また、県及び市町村と連

携・協力して、地域の課題解決に向けた活動を実施する。

(No.89) 

①-２ 高知県産学官連携会議において、相互の情報共有を図

るとともに、本学の特色を生かした研究や技術開発、人材

育成など、連携・協力を行う。（No.90） 

②-１ 短期大学の地域連携センターが中心となって実施し

てきた学内の学術系サークルなどと連携した公開講座等

および自治体との連携講座を継続・実施する。（No.91) 

③-１ 健康長寿センターでは、一般市民の健康教育や、健康

問題を抱える人々の生活支援に関する公開講座や相談事

業を引き続き開催する。（No.92） 

④-１ 高知医療センターとの包括連携のもとに、取り組むべ

き重要な課題について検討し、連携事業を企画・実施する。

（No.93） 

④-２ 高知医療センターと共に取り組んでいる災害対策に

ついて、平成 25 年度の災害訓練の反省を踏まえ、更に現

実的な訓練を立案・実施することにより、潜んでいる課題

や問題点を抽出し、それらの分析を通し更にマニュアル類

を洗練化する。また、一連の活動を研究成果として発表す

る。(No.94) 

⑤-１ 教育関係機関等と連携して、小中高教員や専門職を対

象としたリカレント公開講座を引き続き開講する。

（No.95） 

⑤-２ 公開講座、リカレント講座、県民開放授業等の社会人

を対象とする事業を実施する。(No.96) 

⑤-３ 教育研究成果に係る情報提供を充実させながら、地域

住民のニーズを取り入れた地域住民参画型の公開講座等

を引き続き実施する。（No.97） 

⑤-４ 県民や卒業生を対象としたキャリア開発支援につい

て、平成 25 年度の実施結果を踏まえ、さらに効果的な内

容を検討する。（No.98） 

⑥-１ 研修会や学会研究会等の開催にあたり、県内および近

隣県の他大学及び関係機関等との協力・連携を引き続き図
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(２) 県内の大学及び高等学校等との連携に関する目標 

地域における高等教育の充実、社会貢献並びに高校生の学習意欲の向

上及び進路選択に資するため、県内の大学及び高等学校等との交流及び

連携を積極的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

(３) 国際交流に関する目標 

異文化への理解及びグローバルな視点での考察を促すため学生の国際

交流を推進するとともに、教育研究能力の向上に向け、研究者交流等及

び職員の国際交流を推進することにより、大学の国際化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

理事長（学長）のリーダーシップのもと意思決定の迅速化を図り、効率

的で適正な業務運営体制を確立する。 

また、開かれた大学として、学外者の大学運営への参画を図るとともに、

学生の意見を聴く仕組みづくりを行う。 

 

 

 

 

 

 

⑥ 県内外の他大学及び関係機関等との教育・研究等に関して協力・連

携を図る。 

 

 

 

 

 

（２）県内大学及び高等学校等との連携に関する目標を達成するための措置 

① 県内の高校等と連携して、高校生の学習意欲の向上や進路選択に資

する協力・連携を図る。 

 

 

② 県内の大学等と連携して、教育・研究等に関して協力・連携を図る。 

 

 

 

（３）国際交流に関する目標を達成するための措置  

① 留学生及び海外からの研究生・研修生を積極的に受け入れる。 

 

 

 

② 国際協力機構等が行っている途上国への技術協力や連携事業、研修

員受入れ等を支援する。 

③ 姉妹校提携校の拡大等、学生が短期のみならず長期の海外派遣を推

進するために、留学に関する教育指導や情報提供などの支援体制を充

実させる。 

 

 

 

④ 国際的研究や国際的な視点からの教育を促進するために、海外から

の客員教授及び研究者の招聘を進める。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

① 法人化のメリットを生かした効率的で適正な業務運営を図るために、理

事会、経営審議会、教育研究審議会を設置して、経営と大学の教育研究を

適切に分担させ、理事長が迅速に意思決定できる体制を整備する。 

 

 

② 学外の有識者や専門家を理事及びや経営審議会委員に登用することで、

法人経営及び大学運営に外部の意見を反映させるとともに、学生や卒業生

の意見を大学運営に活かす制度を整備する。 

 

 

る。（No.99） 

⑥-２ 現場実習の受託先である保健医療福祉施設や行政機

関などと緊密に連携して効果的な教育研究活動を実施す

るために、実習現場と実習調整会や評価を開催する。

（No.100） 

（２）県内の大学及び高等学校等との連携に関する目標を達成するため

の措置 

①-１ オープンキャンパスや高校生を対象とする公開講座

等をはじめ、入試や学部の教育、キャンパスライフ等に関

する情報提供を積極的に行う。（再掲）（No.101） 

②-１ 高知県立大学地域教育研究センターと高知短期大学

地域連携センターとの協力体制を強化し、生涯学習事業を

充実させる。(No.102) 

②-２ 教育関係機関等のニーズを把握し、連携可能な教育機

関等と連携し、公開講座や出前講座を実施する。（No.103) 

（３）国際交流に関する目標を達成するための措置 

①-１ 留学生や研修生の継続的な受け入れを目指し、留学生

のための日本語教育等の教育・研究環境の整備及び本学学

生との交流促進のために、国際交流会館等の設置を検討

し、受入体制の一層の充実を図る。(No.104) 

②-１ 高知県内における国際交流推進に向けた方策を検討

し、継続して実施する。(No.105) 

③-１ 平成 25 年度に実施した派遣及び受入れ留学生のニー

ズ調査の結果を整理し、今後のプログラム改善や支援体制

の強化に向けて引き続き取り組む。(No.106) 

③-２ 拡大しつつある協定校との交流を維持擦るとともに、

大学間の交流を一層活性化する。また、私費留学生の確保

と受入れに向けて準備を進める。(No.107) 

④-１ 国際的に活動をしている臨床教授・客員教授および研

究者を招聘し、教員・学生の学術的・国際交流を実施する。

（No.108） 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

①-１ 経営と教学とが適切な役割分担を行えるよう、必要に

応じて業務体制の見直しを行う。(No.109) 

①-２ 業務運営を円滑に行うことを目的に、各大学で部局長

会議および役員会を定期的に実施し、審議事項の調整及び

協議、連絡事項の報告を行う。 (No.110) 

②-１ 引き続き学外有識者を理事及び経営審議会委員へ登

用して、法人経営及び大学運営に外部の意見を反映する。

（No.111） 

②-２ 学生の意見、提案を大学運営に活かす制度を引き続き

実施するとともに、必要に応じて改善を図る。（No.112） 

③-１ 各委員会組織や所掌事務の見直しを必要に応じて検
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

現代社会のニーズに対応した教育及び研究を実践し、社会の要請等に対

応していくため、学部学科、センター等の教育研究組織の在り方について

継続的な見直しを行う。 

３ 人事の適正化に関する目標 

優秀な教員及び事務職員を確保し、及び育成するため、多様な雇用形態、

勤務条件、給与制度、研修制度等を導入し、柔軟な人事給与制度を整備す

る。 

また、組織の活性化を図るため、職員の努力又は実績が適正に評価され

る制度を整備する。 

 

 

 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

効率的かつ効果的な事務処理を行うため、事務処理方法及び事務組織の

在り方について継続的に見直しを行う。 

また、事務職員の専門性を高めるため、スタッフデベロップメント（組

織的に行う事務職員の職務能力開発をいう。）活動を積極的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金その他自己収入の増加に関する目標 

大学内における研究を活性化し、科学研究費補助金をはじめとする競争

的資金及び地域連携等による共同研究・受託研究資金の受入れなど、多様

な大学事業の展開による自己収入の増加に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経費の効率的な執行に関する目標 

常に財務状況の分析を行い、経費の見直し及び節減に努めるなど、重点

的かつ効率的な経費の執行を進める。 

③ 各委員会組織や所掌事務の見直しを行うなど、教員と一般職員が一体と

なって事業の企画、立案、執行に参加できるシステムを構築する。 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

  県立大学及び短期大学の教育研究組織のあり方について、課題を明確にす

るとともに組織的な見直しを行う。 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

① 任期制等の多様な任用制度の検討を踏まえて、優秀な教員や一般職員を

確保し、育成する仕組みを整備する。 

 

 

 

 

 

② 職員の努力や成果を適正に評価するシステムを構築する。 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

① 効率的、効果的な事務処理ができるよう、事務組織及び業務分掌の見直

しを行うとともに、業務支援システムの導入やネットワーク化を検討す

る。 

 

 

② 一般職員の専門性を高めるため、法人独自の一般職員の採用、育成を計

画的に行うとともに、業務の特殊性などに配慮しつつ、スタッフ・ディベ

ロップメントを推進する。 

 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措

置 

① 競争的資金の応募件数と採択率の向上を図るために、各種制度や申請手

続きの周知を行うとともに、研究成果の概要及び成果について、学外への

発信に努め、受託研究費や奨学寄附金の増額に努める。 

 

 

 

② 外部資金の獲得に向けて、各部局は目標を設定し、採択件数の増加を目

指す。 

 

２ 経費の効率的な執行に関する目標を達成するための措置 

  予算の執行に当たっては、役職員一人ひとりが、コスト意識を持って、管

理業務の効率化などの創意工夫を凝らし、重点的かつ効率的な運用に努め

討する。（No.113） 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

   現代社会のニーズに対応した教育及び研究を実践し、社会の要請に

対応していくために、文化学部の拡充の検討及び教育研究組織の継続

的な見直しを行う。（No.114） 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

①-１ 一部の教職員について引き続き任期制を実施する。

（No.115） 

①-２ プロパーの一般職員の採用について、前年度の課題を

整理し、さらに説明会等による広報活動も積極的に行いな

がら実施する。 

 また、優秀な契約職員を準職員に登用することで、本人の

やる気と能力を引き出し、組織の活性化を図る。（No.116） 

②-１ 教員の努力や成果を評価するため、教員評価制度を導

入・実施する。（No.117） 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

①-１ 効率的、効果的な事務処理ができるよう、事務組織及

び業務分掌の見直しを引き続き行う。（No.118） 

①-２ 高知工科大学との法人統合と永国寺新キャンパス整

備の両方を踏まえて、業務支援システム及び学内ネットワ

ークの整備及び構築を行う。(No.119)   

②-１ 関係機関等の行う研修制度や法人独自の研修に積極

的な参加を促し、スタッフディベロップメントを推進す

る。特に、新任1～2年目の一般職員については強化する。

（No.120） 

②-２ 効率的、効果的な事務処理を行うため、事務組織・事

務分掌等の見直しを行うとともに、業務支援システムの見

直し等検討する。（No.121） 

第４ 財務内容の改善に関する事項を達成するための措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するた

めの措置 

①-１ 競争的資金の応募件数と採択率の向上を図るために、

これまでの活動を基に周知方法等の充実に向けた検討を

行う。（No.122） 

①-２ 研究成果の概要及び成果について、より効果的な学外

への発信に努め、受託研究費や奨学寄附金の増額に努め

る。（No.123） 

②-１ 県立大学の各部局及び短期大学はそれぞれ科学研究

費助成事業等の申請目標を設定し、積極的に応募する。

（No.124） 

２ 経費の効率的な執行に関する目標を達成するための措置 

①-１ 引き続き理事長は、定期的に財務状況の分析を行う。

（No.125） 

①-２ 使用エネルギーを把握し、省エネ意識の啓発を行うと
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３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

法人の資産の適切な管理を行うとともに、その有効活用を図る。 

 

 

 

 

第５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況についての自己点検及び評価

並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

１ 自己点検評価及び第三者評価に関する目標 

教育研究活動及び業務運営について、自己点検及び評価を定期的に実施

するとともに、第三者機関による外部評価を受ける。これらの結果は、公

表し、教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

 

２ 情報公開等に関する目標 

広報活動を充実させるとともに、教育研究活動及び運営状況について、

広く県民の理解を得るため、積極的に情報公開を行う。 

また、法人が保有する学生、職員等の個人情報について、適切に管理し、

保護する。 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

１ 施設及び設備の整備、活用等に関する目標 

良好な教育研究環境を確保するため、施設及び設備の機能保全及び維持

管理を計画的に実施するとともに、既存の施設及び設備の有効活用を図

る。 

２ 安全管理に関する目標 

安全で安心な学習環境及び教育研究活動を確保するため、大学内の安全

管理体制を整備するとともに、適切な防災・防犯対策を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

① 定期的に資産状況を点検し、適切に運用管理を行う体制を整備する。 

 

 

② 資金の運用管理は、安全性、安定性に十分配慮し、適正かつ効果的な運

用を図る。 

第５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況についての自己点検及び評価 

  並びに当該状況に係わる情報の提供に関する目標を達成するための措置 

 

１ 自己点検評価及び第三者評価に関する目標を達成するための措置 

① 大学の基本理念と長期的目標を実現するため、自己点検・評価のための

全学的組織を設置する。 

② 大学の教育研究活動全般において、認証評価機関による評価を受け、結

果を積極的に公開するとともに各学部、部局の教育活動及び業務内容の改

善を図る。 

２ 情報公開等に関する目標を達成するための措置 

① 法人及び大学の教育研究活動や運営状況について、積極的な公開・提供

ができる体制を整備する。 

② 法人が保有する個人情報保護に関する体制を整備する。 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

適切な維持管理のもと、施設整備を定期的に調査・点検し、教育研究環境

の維持・向上に努める。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 ① 労働安全衛生法その他の関係法令等に基づく安全衛生管理体制を整備

するとともに、災害や緊急時の危機管理体制を整備する。 

② 学生の生活の安全確保並びに緊急時の的確な対応のために、学内の危機

管理体制の充実・強化を図る。 

 

 

 

 

③ 災害に関する拠点としての役割を担うため、災害に強い大学としての体

制整備等を行う。 

ともに、法人全体で使用エネルギーの抑制を図る。

（No.126） 

①-３ 予算の執行に当たっては、常に費用対効果の観点から

優先順位をつけ、適正な管理執行に努める。（No.127） 

①-４ 業務内容や業務の実施体制の見直しを検討し、業務の

効率化を図る。（No.128） 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

①-１ 定期的に資産状況を点検するとともに、大学の諸施設

が教育研究等の大学運営に有効に活用されるよう、地域等

への施設貸し出しのあり方について検討を行う。（No.129） 

②-１ 資金計画を定め、安全性、安定性に配慮し、適正な資

金管理に努める。（No.130） 

第５ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況についての自己点検及

び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するため

の措置 

１ 自己点検評価及び第三者評価に関する目標を達成するための措置 

①-１ 引き続き年度計画の達成状況及び中期計画の進行状

況について、法人の自己点検・評価を実施する。（No.131） 

②-１ 次回の認証評価機関による評価に向けて、自己評価・

点検運営委員会を中心に、県立大学全体で準備に取り組

む。（No.132） 

２ 情報公開等に関する目標を達成するための措置 

①-１ 大学全体として広報活動を積極的に実施する。

（No.133） 

②-１ 法人が保有する学生・職員等の個人情報の保護につい

て適切な管理を行うために、漏洩、紛失等を防ぐ対策の検

討を行う。（No.134） 

第６ その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置 

１ 施設及び設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

施設及び設備は、適切な維持管理を行うとともに、定期的に調査・点

検し、必要な更新等を行う。（No.135） 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

①-１ 法令に基づく安全衛生管理体制や災害・緊急時の危機

管理体制をさらに整備する。（No.136） 

②-１ 各キャンパスの状況に合わせ、防災や危機管理のマニ

ュアルを点検し、随時見直しを行う。（No.137） 

②-２ 職員や学生が参加する防災訓練を実施する。(No.138) 

②–３ 暴力・防犯などの危機管理に関する能力を培うことが

できるように、警察の協力を得て、できるだけ多くの学生

が参加できる講演会を開催する。（No.139） 

③-１ 平成２５年度開催の研修会や訓練での課題を活かし、

災害プロジェクトを推進する。また、防災・減災に関する

公開講座や生涯学習等を開催する。（No.140） 
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３ 人権尊重及び法令遵守に関する目標 

各種ハラスメントなどの防止に努めるとともに、研修会、相談制度等に

より、職員及び学生の意識の向上を図る。 

また、法人の社会的信頼性及び業務遂行の公正性を確保するためのコン

プライアンス推進体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 環境保全等に関する目標 

法人の社会的責務として環境保全に努め、教育及び社会貢献につなげ 

る。 

 

５ 法人の在り方に関する目標 

社会の変化及び県民ニーズに柔軟に対応することができる足腰の強い

大学運営を将来にわたって確立していくため、高知県とともに法人の在り

方を検討する。 

 

 

３ 人権尊重と法令遵守に関する目標を達成するための措置 

① 各種ハラスメントをなくすための相談体制を整備するとともに、職員を

対象に人権に関する研修会を開催し、人権尊重の意識向上を図る。 

 

② 法人の社会的信頼性及び業務遂行の公正性を確保するためのコンプラ

イアンス推進体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 環境保全等に関する目標を達成するための措置 

  法人の社会的責務として、環境に配慮した省資源、省エネルギー対策に努

める。 

 

５ 法人のあり方に関する目標を達成するための措置 

社会の変化と県民ニーズに柔軟に対応できる大学運営を行うため、高知県

とともに法人のあり方を検討する。 

 

 

３ 人権尊重及び法令遵守に関する目標を達成するための措置 

①-１ 職員の人権尊重の意識向上のために研修会を開催す

るとともに、相談 窓口を設置し、学生・職員問わず相談

に応じられる機能の充実を図る。（No.141） 

②-１ 法人の不正行為等の発生抑制、早期発見及び是正を図

るため、公益通報者保護体制を引き続き維持するととも

に、必要に応じて見直しを行う。（No.142） 

②-２ 本学の研究が、社会からの信頼を得られるよう、研究

者の研究の立案、計画、申請、実施及び報告などが適正に

推進されるよう、法人内で研究倫理指針の徹底を行う。

（No.143）  

②-３ 競争的資金等の管理にかかる責任体系を明確にし

て、適正な運営・管理の環境整備を行う。（No.144） 

４ 環境保全等に関する目標を達成するための措置 

リサイクルや分別の徹底を図るとともに、冷暖房の設定温度の管理

等により節電に努めるなど、環境に配慮した取り組みを進める。

（No.145） 

５ 法人の在り方に関する目標を達成するための措置 

① 社会の変化と県民ニーズに柔軟に対応できる大学運営

を行うため、高知工科大学との法人統合に向けて、県及び

高知工科大学と協議を行いながら、円滑な統合を図る。

（No.146） 

② 県立大学生活科学部の廃止に際して、同学部の歴史的意

義を明らかにする。（No.147） 

③ 創設 60 年を経過し、発展的解消という新たな方向が確

定している短期大学は、その歴史的な役割を明確にするた

めに『短大60年史』を編集・発行する。（No.148） 

 


